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研究成果の概要（和文）：企業会計原則に見られるような伝統的な会計思考は、制度変化の方向性を規定する要因とし
て現在なお作用し続けており，このことが異種制度の「補完」と「混在」が併存する複雑な会計システムを創り出して
いる。その複雑性は，とりわけ4種類の選択可能な会計基準の併存として現象している。この事実は、会計基準の国際
統合の進展にともなって、日本国内では逆に会計基準の多様化が進んだことを示している。こうした制度の多様性とダ
イナミズムは、比較制度分析でいう制度的補完性や歴史的経路依存性の概念で説明することが可能である。

研究成果の概要（英文）：The institutional change in accounting has been deeply influenced not only by 
current information needs, but also by traditional thoughts of accounting, such as the one presented in 
the Accounting Principles for Business Enterprises. In Japan, that has resulted in complicated accounting 
system that consists of hybrid of many heterogeneous elements. The symbolic phenomenon is the coexistence 
of four different sets of accounting standards, one of which each listed company is allowed to choose for 
their financial reporting purpose. The more the progress has been made toward international convergence 
of accounting standards, the bigger the divergence of local standards has become here. This study 
analyzes diversity and dynamism of accounting institutions by applying the basic concepts of 
“institutional complementarity” and “historical path dependency” formulated in the Comparative 
Institutional Analysis.

研究分野：財務会計
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（1）研究の必要性 
 近年の会計システムは、会計をとりまく多
様な諸要因（経済の金融化・情報化、マクロ
経済政策、会計基準のコンバージェンス、
IFRS のアドプション等）の作用を受けて、不
断に複雑な変化を遂げている。近年の会計シ
ステムの性質と変化の全体像を解明する際
には、そうした多様な諸要因を射程に入れた
ホーリスティックな検討が欠かせない課題
となる。しかし、そのような研究課題を手掛
ける場合、射程に入れるべき要因が極めて多
岐にわたるため、一定の堅牢性を備えた理論
的枠組みを用意しなければ、焦点の定まった
分析的な検討を行うことはできない。本研究
では、そうした理論的枠組みとして制度派理
論を採用する 
 本研究において制度派理論を援用した会
計研究を目指すもう 1つの大きな理由は、科
学性を意識した会計研究の発展に寄与しよ
うとする点にある。近年わが国では、社会科
学としての会計学のあり方が広く関心を集
めるようになった。国際的な競争力を持った
会計研究の必要性が強く叫ばれるようにな
ったことが、その背景としてある。しかし、
日本会計研究学会課題研究委員会[2010]『日
本の財務会計研究の棚卸し―国際的な研究
動向の変化の中で―』（最終報告書）におい
ては、わが国のこれまでの財務会計研究は必
ずしも十分な科学性を備えていなかったと
されている。 

制度派理論とりわけその代表的な存在で
ある比較制度分析は、ミクロ経済学やゲーム
理論に依拠した応用経済学の一領域として
開発されたものであり、その研究方法を援用
することで、他領域の研究者（とりわけ経済
学者）との対話が可能な会計研究の新たな枠
組みを提供することができるであろう。 
 
（2）国内外の研究動向 
 制度派理論を援用した会計研究は、欧米と
りわけ英国において先駆的に行われてきた。
その代表的先行研究として、M.A.Covaleski、
M.W.Dirsmith 等による業績がある。彼らの研
究は、P.J.DiMaggio、W.W.Powell 等によって
理論化された新制度派社会学を会計研究に
応用したものである。新制度派社会学におい
ては、ある領域で慣習化した思考や行動様式
が「制度」とみなされ、その隣接領域への伝
播のプロセスが、「同型化」という独特な概
念で説明される。同型化とは、ある先導的な
制度を他の組織や社会等が自らのうちに取
り込み、自己の存在の正統性を獲得していく
プロセスをいう。 
 制度派理論のもう 1つの注目すべき存在に、
青木昌彦、奥野正寛等によって開発された比
較制度分析がある。当該理論は、組織や社会
等のドメインで成立する制度の本質を慣習
的ルールと見なす点で、従来の制度派理論と
共通しているが、制度の成立と変化を主導す

る要因をミクロな経済主体の戦略的な相互
作用と見る点で独自性を有する。つまり、そ
こでは、諸種の環境要因のもとでミクロな経
済主体が戦略的な相互作用をするうちに浮
かび上がり、当たり前と誰にでも受け取られ
るようになった自己拘束的なルールが、「制
度」とみなされるのである。 
 こうした制度観によった場合、制度の形
成・変化のプロセスをより幅広く、かつより
ダイナミックに捉えることが可能になる。ま
た既述のように、そこで利用される基礎理論
がミクロ経済学やゲーム理論等の標準的な
経済理論であるため、当該理論に依拠した会
計研究は、他領域の研究者（とりわけ経済学
者）との対話の可能性が相対的に高いものと
なる。このような理由から、本研究では、新
制度派社会学の業績に学びつつも、主として
比較制度分析を援用した会計研究を目指す。 
 
２．研究の目的 
本研究の主たる目的は、次の２つである。
第１は、多様な要因の作用を受けて不断に変
化する近年の会計システムの性質と当該変
化の全体像を、制度派理論を援用することに
よって明らかにするとともに、その作業をふ
まえて今後の会計制度変化について観察予
測を提示することである（会計システムの制
度分析）。第２は、研究代表者のこれまでの
研究成果および第１の目的に係る研究成果
を基礎理論研究にフィードバックすること
によって、制度派理論に依拠した会計研究の
方法を、多くの会計研究者が利用できるよう
な形で整備拡充し、標準化することである。
本研究では、研究方法のそうした標準化の作
業を、比較制度会計論の構築と位置づけてい
る（比較制度会計論の構築）。 
 

３．研究の方法 

 研究の方法は、研究の目的に依存する。上
記のように、本研究の目的は、（1）会計シス
テムの制度分析と、（2）比較制度会計論の構
築の、2 つである。前者では個別テーマの研
究を、後者では会計研究のための一般理論の
開発を、それぞれ主要課題とし、当該各課題
の遂行を通じて、科学的会計研究の発展に貢
献することを目指す。以上の研究のフレーム
ワークを図示すると、図表 1 のようになる。 
 
    図表 1 研究のフレームワーク 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
（1）会計システムの制度分析 
 今日の会計システムのあり方を規定する



諸要因のうち、とりわけ強い規定性を有して
いるのは、会計基準のコンバージェンス（国
際財務報告基準 IFRS をベンチマークとした
会計基準間の差異の縮小）と IFRS のアドプ
ション（各国における IFRS の適用）である。
本研究では、これら 2つの取組みを便宜的に、
会計基準の国際統合と呼ぶ。 

本研究では、会計基準の国際統合の展開方
向を縮約的に示すトピックとして、国際会計
基準審議会（IASB）と米国財務会計基準審議
会（FASB）が共同開発した改訂概念フレーム
ワーク（2010 年公表）において定式化された
財務報告の目的と、公正価値測定に係る会計
基準に着目する。 
 改訂概念フレームワークでは、資源提供に
関する意思決定に有用な情報を提供するこ
と（情報提供）が財務報告の基本目的とされ、
受託責任の説明（利害調整）は当該目的に包
摂されるものとして位置づけられている。し
かし、情報提供で重視される情報は、公正価
値測定に依拠して提供される期待将来キャ
ッシュ・フロー（企業価値情報）であるのに
対して、利害調整で重視される情報は、歴史
的原価ベースの過去収支（受託責任の説明情
報）である。 

一見すると対立的に見える 2 つの目的を、
後者に対する前者の優位という形で統合す
ることが理論的に可能か、もし可能であれば
その制度的意味は何かを、比較制度分析を援
用して検討する。過去の純利益の流列が、期
待将来キャッシュ・フロー（株価）と相対的
に高い関連性を有すること、すなわち過去に
関する知識（情報）が将来に関する期待の形
成に有意に作用するとする経験的知見が、か
かる検討の核心的論点となる。 
 比較制度分析に従い、ルールの制度化のプ
ロセスをミクロな経済主体間の戦略的な相
互作用のプロセスとして捉えた場合、経済主
体間で共有された過去の経験と知識が、制度
全体の整合性を統制すると同時に、将来の制
度変化の展開方向に対して外挿的な影響を
及ぼす要因と見なされることになる。かかる
観点からすれば、わが国の企業会計基準委員
会（ASBJ）が 2006 年に公表した日本版概念
フレームワークにいう「内的整合性」が、制
度のこうした形成・変化の特質を説明するも
のとなろう。 
 以上のような問題意識と論点整理にもと
づき、IASB や FASB のデュー・プロセス・ド
キュメントを中心にした関連文献を渉猟す
ることで、会計システムの制度分析を行った。 
 
（2）比較制度会計論の構築 
 会計研究に比較制度分析を援用する際に
は、その可能性と妥当性を事前に吟味してお
く必要がある。その作業を欠くならば、当該
研究は会計固有の内在的論理から遊離した
ものとなろう。比較制度分析における制度概
念によって会計の性質を論じることが可能
であり、かつまた妥当であるかが、問われな

くてはならない。本研究では、比較制度分析
における制度概念を、GAAP の概念に引き寄せ
た形で整備する。 

 制度概念の整備は、会計の経済的機能の再
定式化に繋がる。「ミクロな経済主体が戦略
的な相互作用をするうちに浮かび上がり、当
たり前と誰にでも受け取られるようになっ
た自己拘束的なルール」という比較制度分析
における制度概念は、資源配分システムの選
択行動を想定している。 

すなわち、市場と組織はいずれも資源配分
システムとして機能しており、したがって、
その点において両者は代替可能なものと見
なされる。その相違は権限関係のいかんにあ
る。前者では分権的意思決定に依拠して、後
者では集権的意思決定に依拠して、それぞれ
資源配分が実施される（図表 2）。 

 

 

図式的に整理すれば、会計の情報提供機能
は前者の意思決定方式に対応し、利害調整機
能は後者の意思決定方式に対応している。制
度選択を決定するのは、ミクロな経済主体の
期待利得の相対的な多寡である。かかる観点
からすれば、改訂概念フレームワークに見る
制度設計思考は、資源配分の今日の主要シス
テムが組織から市場に移行しつつあること
を反映（ないし示唆）したものと考えること
ができるであろう。 
 以上のような問題意識と論点整理にもと
づき、国内外の会計制度関連文献を渉猟する
ことで、比較制度会計論の構築を試みた。 
 
４．研究成果 
（1）第 1年度（2013 年度）の研究成果 
 会計基準の国際統合と、それに関連した隣
接諸制度の変化に焦点を当てた会計システ
ムの制度分析を行った。そして、その研究成
果を、雑誌論文 1、学会発表 4 として、公開
した。第 1年度の研究成果を要約すると、以
下の通りである。 

わが国においては様々な領域（社会、経済、
企業等）において国際的なデファクト・スタ
ンダードへの同型化が着実に進みつつある
ものの、その変化は既存制度との補完性を確
立するには至っていない。そのために、企業
システムのサブシステムとしての会計シス
テムにおいては、異種制度の「補完」（制度
間に親和的な相互作用性がある状態）および

図表 2 市場と組織の関係 

市 場 組 織 

代替可能な 

資源配分システム 

分権的意思決定 集権的意思決定 



「混在」（制度間に親和的な相互作用性がな
い状態）が併存する結果となっている。しか
し、新会計基準に依拠して公表された会計情
報の価値関連性を分析した近年の研究では、
そうした複雑な会計システムから発信され
る情報に対して、市場は比較的落ち着いた反
応を示していることが明らかにされている。 
 公会計・非営利会計の領域ではしばしば、
同型化のみならず，企業会計における変化を
先取りした現象（国内基準をスキップした国
際基準への同型化）も観察される。その主た
る理由の 1つに、公会計・非営利会計の領域
では、制度の形成・変化のプロセスに、制度
設計者の意向が比較的ストレートに作用す
るという事情がある。本研究では、会計シス
テムの制度分析の応用的研究として、公会
計・非営利会計を素材にした研究も行った。 
 
（2）第 2年度（2014 年度）の研究成果 
 会計システムの制度分析の応用として、公
会計・非営利会計の制度分析を中心に、研究
を進めた。そして、その研究成果を、雑誌論
文 5、学会発表 1、図書 2として、公開した。
第 2年度の研究成果を要約すると、以下の通
りである。 

政府機関・非営利組織の経済的重要性の高
まりのもとで、ステークホルダーの意思決定
に有用な業績情報を表示するには、どのよう
なシステムが望ましいか（どのようなシステ
ムが実務として機能しうるか）を検討した。
その結果、政府機関については、その組織特
性をふまえつつも、複式簿記・発生主義の採
用を含め、可能な限り企業会計の技法を関連
諸制度に取り入れること（新制度派社会学に
いう文字通りの同型化）が重要な課題になる
ことが、アンケート調査の統計分析を通じて
明らかになった。 

他方、計算構造の点では、IASB が目指す資
産負債アプローチに依拠した純資産包括利
益計算の純粋形態が、非営利会計（とりわけ
公益法人会計および NPO 法人会計）において
は、企業会計に先駆けて形成されつつあるこ
とが明らかになった。この現象は，国内基準
をスキップした国際基準へのダイレクトな
同型化の事例と見なしうるであろう。 
 なお、企業会計の制度分析に関する第 1年
度の包括的な研究成果については、第 2年度
に刊行した編著においてこれを公開した。 
 
（3）第 3年度（2015 年度）の研究成果 
 会計システムの制度分析と比較制度会計
論の構築の暫定的な仕上げに向けた研究を
行った。そして、その研究成果を、雑誌論文
2、学会発表 4、図書 1として、公開した。 

以上の結果、研究期間（2013～2015 年度）
を通じて公開した研究成果は、雑誌論文 8（う
ち査読有論文 2）、学会発表 9（うち招待講演
4、国際学会 2）、図書 3（うち単著 1、編著 1、
共著 1）となった（図表 3）。 
 

図表 3 研究期間に公開した研究成果 

 第 1年度 

(2013) 

第 2 年度 

(2014) 

第 3 年度 

(2015) 
合 計 

雑誌論文 1 5(2) 2 8(2) 

学会発表 4(1) 1 4(1) 9(2) 

図  書 － 2 1 3 

(注 1)雑誌論文の( )内は、査読有論文数。 

(注 2)学会発表の( )内は、国際学会での発表数。 

(注 3)図書の内訳は、単著 1(2015)、編著 1(2014)、共著 1(2014)。 

 
 第 3年度の研究成果は研究期間を通じた総
合的な研究成果でもあり、それを要約すると、
以下の通りである。 

資産負債アプローチに依拠した新会計基
準、とりわけ公正価値測定に係る新会計基準
（金融商品、リース、退職給付、資産除去債
務等に係る会計基準）の設定に際しては、既
存の会計基準全体を支える基本的な考え方
との整合性が、ASBJ においては絶えず検討さ
れており、そこに制度派理論にいう制度の力
が作用していることが看て取れる。換言すれ
ば、企業会計原則に見られるような伝統的な
会計思考は、今日の目まぐるしい制度変化の
プロセスにおいても、制度の根底においてそ
の変化の方向性を規定する要因として作用
し続けている。そして、このことが、異種制
度の「補完」と「混在」が併存する今日の複
雑な会計制度を創り出している。 

現在わが国では、選択可能な会計基準とし
て、日本基準（企業会計基準）、米国基準（FASB
基準書）、ピュア IFRS（IASB が公表した国際
基準）、JMIS（ピュア IFRS の一部を修正した
日本版 IFRS）という 4種類の会計基準が併存
している。これに、連結先行（連単分離）の
制度設計が重畳的に作用し、わが国の企業会
計制度は著しく多様化している。以上の事実
は、会計基準の国際統合の進展にともなって、
日本国内では逆に会計基準の多様化が進ん
だことを示している。異種制度の「補完」と
「混在」の併存は、具体的には、以上のよう
な制度の多様性として現象している。 
 比較制度分析における制度の自己拘束性、
制度的補完性、歴史的経路依存性といった基
礎概念を会計研究に応用することによって、
制度変化における伝統的な会計思考の役割、
制度の多様性とダイナミズムを、統一的に捉
えることが可能となる。 

会計基準の国際統合の前提に大きな変化
がない限り、以上に見てきたような状況（と
りわけ異種制度の「補完」と「混在」の併存）
が近い将来解消することはなく、あるいはむ
しろ当該状況が一定期間にわたって常態化
する可能性さえあるというのが、本研究を通
じて得られた観察予測である。しかし、その
ような不安定な制度状況が、会計システムの
新たな進化を促す要因ともなろう。 
 単著は、研究代表者の約 15 年に及ぶ制度
派理論に依拠した会計研究の成果を集成・標
準化したものである。本書はテキストの形を
とっているが、それは研究成果を標準化する



うえでの必然であって、そうすることによっ
て初めて、制度派理論に依拠した会計研究の
方法を、多くの会計研究者が利用できるよう
な形で整備拡充することが可能となるので
ある。 

研究代表者の知る限り、単著は、制度派理
論に依拠して書き下ろされた（少なくとも国
内では）初めての財務会計テキストである。
その意味で、本書は、本研究の主目的である
比較制度会計学の構築に係る研究の原初的
成果物として、これを位置づけることができ
るであろう。本書は、刊行から約 1年で 3刷
に至った。また、本年度内には改訂版の刊行
が予定されている。これらのことから、本書
には、少なくともこれまでのところ，市場か
ら一定の積極的評価が寄せられていると推
察される。 
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